
植物性大豆油インキを使用しています。

新たな決済サービスを開始いたしました

第 2 6期 報告書
2006.2.21～2007.2.20
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今後も、より一層の事業拡大に

取り組んでまいります

代表取締役社長　
森　美樹

株主の皆さまへ

■来期に向けて

当社の主力事業であるクレジットカード事業は、生活に密着したさまざまな分野に急速な拡がりを見せており、今後も

更なる拡大が見込まれております。その一方で業界に大きな影響を与える上限金利引下げや、総量規制を盛り込んだ新貸

金業法が公布されるなど、業界を取り巻く環境は大きく変化し、事業構造の転換期を迎えているものと認識しております。

そのような中で当社は、新たな顧客層の開拓や次代の決済機能の柱となる電子マネー、ケータイクレジットを本格的に

展開するとともに、新商品の開発や現主力事業のノウハウを活用した新規事業の育成に取り組み、新たな収益源の開拓

に注力してまいります。

また、企業の社会的責任に対する消費者の関心が一層の高まりを見せる中、今後も個人情報保護をはじめとした、

安心、安全、信頼への取り組みをより一層強化するとともに、コンプライアンスの徹底に努めてまいります。

さらに、金融サービス分野の成長が期待できるアジア各国におきましては、クレジット事業の拡大に加え、日本国内で

培ったノウハウを活用したクレジット周辺事業の展開に積極的に取り組むとともに、新たな国への進出を実現してまいり

ます。

今後とも株主の皆さまのご期待に沿えるよう、より一層の事業拡大に取り組んでいく所存でございますので、何卒

変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2007年5月

株主の皆さまには、ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。

第26期報告書をお届けするにあたり、日頃のご支援に対し心より感謝申し上げます。

■当期の業績

当期は、国内外での提携先企業の店頭においてイオンカードをはじめとしたカード会員

の募集を強化するとともに、新たな提携カードの開発により連結のカード会員数を111万

人純増の1,722万人に拡大することができました。

国内カード事業におきましては、少額の決済機能として注目を集める電子マネー、

ケータイクレジットを展開し、首都圏を中心に若年・男性といった新たな顧客層の開拓に

取り組むとともに、カード決済の利便性向上への取り組みとして、電力会社や医療機関の

加盟店開発をより一層強化いたしました。

また、中国での信用保証事業会社の設立、タイでの保険代理店事業、インドネシアで

はハイヤーパーチェス事業を開始するとともに、マレーシアでは日系企業初となるイス

ラム金融方式の資金調達を実施するなど、海外での事業展開を拡大いたしました。国内

子会社による保険代理店事業、サービサー事業においても業容拡大に取り組みました。

なお、日本公認会計士協会が昨年10月13日に公表した「消費者金融会社等の利息返還

請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い」及び、同年12月20日に

公布された新貸金業法の影響を考慮し、将来の利息返還請求に備えた費用を計上いた

しました。

これらの結果、当期の連結業績は、取扱高2兆4,829億20百万円（前期比13.7％増）、

営業収益1,734億81百万円（同19.8％増）、営業利益409億55百万円（同1.8％増）、経常

利益410億18百万円（同2.1％増）、当期純利益205億92百万円（同3.2％減）となりました。

１株当たり年間配当金40円（株式分割前換算120円）

当期は会社設立25周年を迎えるにあたり、株主の皆さまの日頃

のご支援に感謝の意を表するため、期末配当金は当初予定の20円

に加え、5円の記念配当を実施させていただきます。これにより、

中間配当金15円と合わせて年間配当金は40円となりました。

なお、2006年2月21日付けで実施した株式分割（無償分割）前に

換算いたしますと、年間配当金は120円に相当し、実質30円の

増配となります。

2007年2月期　決算ハイライト （単位：億円）

連結 単独

当期 前期比 当期 前期比

取　扱　高 24,829 14%増 21,802 12%増

営 業 収 益 1,734 20%増 1,251 14%増

経 常 利 益 410 2%増 316 3%減

当期純利益 205 3%減 179 6%減

1 株主の皆さまへ

3 特集

5 国内事業

7 海外事業

9 CSRへの取り組み

11 トピックス

12 ハイライト

13 連結財務諸表の概要

15 単独財務諸表の概要

17 会社データ

目　次

配当金の状況

26期

配当 株式分割前換算

中 間 配 当 金 15円 （45円）

期 末 配 当 金 25円 （75円）
（内、記念配当5円）

年間配当金合計 40円 （120円）
（内、記念配当5円）

配　当　性　向 35.1%

※（ ）は2006年2月20日時点の株主に対して、翌21日付けで実施いたしました1：3の株式
分割前に置き換えた配当です。
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特集

会社設立25周年を迎えました

1981年
■ 日本クレジットサービス株式会社を設立
■ ジャスコカードの発行開始

1987年
■ 当社初の海外進出
香港にてクレジット事業を開始

1990年
■ エヌ・シー・エス興産株式会社
（保険代理店事業）を設立
■ 香港に現地法人AEON CREDIT 
SERVICE (ASIA) CO., LTD.を設立

1992年
■ タイに現地法人
AEON THANA SINSAP (THAILAND) PLC.を設立

1994年
■ イオンクレジットサービス株式会社と商号を変更
■ 店頭登録銘柄として日本証券業協会に登録

1995年
■ AEON CREDIT SERVICE (ASIA) CO., LTD. が
香港証券取引所に上場

カード会員数の拡大

23期17期

営業収益経常利益

19期 22期21期15期14期 16期 20期18期
0

2,000

（億円）

1,500

1,000

500

24期 25期 26期

株式公開後の連結営業収益、経常利益の推移

1996年
■ 東京証券取引所市場第二部に上場

1997年
■ マレーシアに現地法人 AEONCREDIT

SERVICE (M) BERHADを設立

1998年
■ 東京証券取引所市場第一部に指定

1999年
■ エー・シー・エス債権管理回収株式会社
（サービサー事業）を設立
■ 台湾に現地法人AEON CREDIT SERVICE

(TAIWAN) CO., LTD.を設立

2000年
■ 中国深　に現地法人AEON INFORMATION
SERVICE (SHENZHEN) CO., LTD.を設立

■ イオングループ各社で発行していたカードを
統合し、「イオンカード」を発行

2001年
■ AEON THANA SINSAP (THAILAND) PLC.

がタイ証券取引所に上場

2002年
■ 台湾に現地法人AEON CREDIT CARD

(TAIWAN) CO., LTD.を設立

2003年
■「イオンゴールドカード」を発行

2005年
■ ベトナムハノイに駐在員事務所を開設
■ タイに現地法人ACS INSURANCE BROKER
(THAILAND) CO., LTD.を設立

2006年
■ インドネシアに現地法人PT. AEON
CREDIT SERVICE INDONESIAを設立

■ 中国北京に現地法人AEON CREDIT
GUARANTEE (CHINA) CO., LTD.を設立

■ タイに現地法人ACS LIFE INSURANCE
BROKER (THAILAND) CO., LTD.を設立

■ ケータイクレジット
「イオンiD」のサービス開始

2007年
■「イオンSuicaカード」を発行

■ 独自電子マネー「WAON」の開始

2006年度

1,722万人

1981年のジャスコカード発行以来、
国内外でのカード会員数の拡大や提携
カード開発に努めた結果、会員数は
1,722万人に達しました。

イオンクレジットサービスは、カード事業を核にグローバルに活躍する金融サービス会社を目指し、

これからも歩み続けます。

連結取扱高
1兆円突破

(2000)

連結取扱高
2兆円突破

(2005)
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2007年2月より、東日本旅客鉄道株式会社との提携による

「イオンSuicaカード」の発行を開始いたしました。「イオン

Suicaカード」は「イオンカード」に「ビュー・スイカ」カードの

機能を追加し、「Suica」乗車券として利用できるほか、

「Suica電子マネー」として少額決済にもご利用いただける

カードです。イオングループの首都圏エリア店舗に「Suica

電子マネー」を導入し、少額決済分野での利用拡大に取り

組んでまいります。

「イオンSuicaカード」の発行

2006年11月より、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモとの

提携によるケータイクレジット「イオンiＤ」のサービスを

開始いたしました。これは「おサイフケータイ」にイオンカード

の情報をご登録いただくと、携帯電話を専用の読取端末

にかざすだけでお買い物ができる決済サービスです。今後

グループ店舗を中心にiＤ利用可能店舗を開拓していくと

ともに、その他の提携クレジットカードにおきましても順次

iＤ対応を行い、若年層の開拓や少額決済分野での利用

拡大を図ってまいります。

「イオンiD」のサービス開始

クレジットカード事業の競争力強化

【保険代理店事業】
エヌ・シー・エス興産株式会社

ダイレクトメールの活用に加え、携帯電話からの保険申込

機能を構築、保険の無店舗販売を強化するとともに、テレ

マーケティングを活用した保険販売に取り組みました。

【サービサー事業】
エー・シー・エス債権管理回収株式会社

電気、ガス料金など公共料金分野を中心に受託先の拡大

に取り組むとともに、社会保険庁が実施する国民年金保

険料納付督励業務の市場化テストにおいて新たに3カ所

を加え、合計6カ所の社会保険事務所から受託をする等、

官民両分野からの受託拡大を図ることができました。

2006年6月より、全国約4,600店舗を展開するコスモ石油

株式会社と提携し、「コスモ・ザ・カード・オーパス」の

発行を開始いたしました。男性顧客の多いコスモ石油

サービスステーションでの会員募集により、新たな顧客

層を開拓することができました。

「コスモ・ザ・カード・オーパス」の発行

特定加盟店でのご利用にプレミアムポイントをご提供す

る「ときめきポイントクラブ」の参加加盟店拡大や、高い

利用頻度が見込まれるゴールドカード会員、ＥＴＣカード

会員の拡大に継続して取り組みました。

稼働率向上への取り組み

国内子会社の取り組み

国内事業

医療機関や電力、ガス会社等の新たな分野での加盟店

開発に取り組みました。また、公金分野におけるクレ

ジット決済導入に向け、「公金クレジット決済協議会」に

参加いたしました。

決済領域の拡大



ハノイ

上海

広州

インドネシア

北京

台湾　11万人

マレーシア　7万人

日本　1,455万人

香港　95万人
タイ　154万人

カード会員数計

　 1,722万人
現地法人

駐在員事務所

カード会員数数字

87

海外事業

2004年より駐在員事務所を設置し、事業化調査を進めてお

りましたインドネシアにおきましては、PT. AEON CREDIT

SERVICE INDONESIAをジャカルタに設立いたしました。

2006年6月より家電や家具のハイヤーパーチェス事業を開

始し、加盟店ネットワークの拡大など、事業基盤の構築に

取り組んでおります。

インドネシアでクレジット事業を開始
PT. AEON CREDIT SERVICE INDONESIA

海外事業の拡大

AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO., LTD.
AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO., LTD.

香港では営業拠点の拡大等により会員募集を強化、深川

ではコールセンター機能の拡張を行い、中国現地企業や

香港企業からの回収代行業務の受託を強化いたしました。

中国・香港
AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.

営業拠点を拡大し、提携カードの発行など会員募集を

強化するとともに、新たな事業への取り組みとして生命保

険代理店事業を行うACS LIFE INSURANCE BROKER

(THAILAND) CO., LTD.を設立いたしました。

タイ

AEON CREDIT SERVICE（M）BERHAD

会員募集の強化に取り組んだほか、各企業との共同プ

ロモーションにより、取扱高の拡大を図りました。また、

今後の事業拡大を見据え、日系企業としては初めてと

なるイスラム金融方式の資金調達を実施いたしました。

マレーシア
AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO., LTD.
AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO., LTD.

ハイヤーパーチェス事業では大手家電販売店の加盟店

開発により取扱高を順調に拡大、カード事業では新たに

４種類の提携カードを発行いたしました。

台湾
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CSRへの取り組み

拡大する規模への対応と災害復旧体制の強化に向けた

取り組みとして、東京・大阪・中部事務センターにつづき、

4拠点目となる北日本事務センターを仙台市に開設いたし

ました。

また、情報システム体制のリスク対応策として基幹システ

ムセンターの3拠点体制を構築いたしました。

当社は今後もディザスタリカバリー（災害対策）の強化に

取り組み、お客さまに安心・安全なサービスのご提供に

努めてまいります。

ディザスタリカバリー体制の強化

モニタリングセンターを開設

安心、安全、信頼への取り組み 社会貢献、環境保全活動

カード発行期間の短縮化や重要書類削減による安全性

確保に取り組むため、カード申込時に入会申込書を使用

せず、タッチパネル式専用端末で入会申込を受け付ける

「店頭オンライン申込システム」を導入いたしました。

店頭オンライン申込システムの導入

当社では、「ときめきポイント」を通じた寄付、社会貢献

型カードの発行、寄付金のクレジット決済などを行って

おります。また、カードのご利用から得られた事業収益

の一部による地域社会貢献、環境保全活動への寄付に

も継続して取り組んでおります。

ときめきポイントによる寄付活動

タイ津波被災地植樹や知床、秋田県下浜海岸植樹、

和歌山県企業の森植樹など従業員による植樹活動に積

極的に参加し、地域の方々との交流を深めております。

従業員による植樹活動

視覚障害をもつ方々への支援として日本点字図書館

への点字・録音図書の寄贈を行いました。また、当期

より各地にある地方点字図書館への支援も開始いたし

ました。

点字図書館への支援活動
ーラオス学校建設支援ー

財団法人日本ユニセフ協会とのパートナーシップのもと、

2006年から3カ年計画でラオスの学校建築を支援する

活動を行っており、当期はラオス北部ルアンプラバン県、

シエンクワン県を中心に30校の学校建設を行いました。

イオン1%クラブを通じた活動

事務センター4拠点体制

基幹システムセンター3拠点体制

大阪

中部

東京

北日本

©UNICEF/Laos/Jim Holmes

当社では個人情報保護のため、全事業所の入退出データ、

映像データ、端末操作ログ等を一元管理するシステムを

構築してまいりました。当期は、これらの情報を24時間、

集中管理する体制を整えるため、モニタリングセンターを

開設いたしました。
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トピックス ハイライト
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73.3％
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イオンの関東1都6県と新潟県の一部店舗において、独自電子

マネー「WAON」の発行を開始いたしました。なお、当社が発行

するカード会員さま専用の「WAONカード」には、オートチャージ

サービス機能が加わります。

このような独自電子マネーの展開により、イオンカード携帯率の

上昇による利用率の向上やオートチャージによる単価アップと

いった相乗効果に加え、新たな顧客層の開拓を図ってまいります。

当期は、より多くの個人投資家の皆さまに当社をご理解いただくた

め、個人投資家さま向け会社説明会を開催いたしました。当日は、

当社の事業内容や株主の皆さまへの利益還元などについてご説明

させていただきました。

今後も、個人投資家の皆さまへの情報開示の強化に取り組んでまい

ります。

事業の拡大と財務体質の健全性が評価され、2006年12月に株式会

社格付投資情報センター（R&I）の発行体格付けが、従来の「A」から

「A+」に格上げとなりました。

今後も、高い格付けを活かした資金調達の多様化に取り組み、より

一層の財務体質の強化を図ってまいります。

発行体格付けの格上げ

個人投資家さま向け会社説明会の開催

独自電子マネー「WAON」の開始

Rating and Investment Information, Inc.

株式会社格付投資情報センター



連結財務諸表の概要

前期 当期 増減
（2006年2月20日現在）（2007年2月20日現在）

資産の部

流動資産 659,093 796,502 137,408

現金及び預金 16,502 28,725 12,223

割賦売掛金 197,092 260,790 63,698

営業貸付金 439,365 507,115 67,749

その他 34,003 40,060 6,056

貸倒引当金 △27,870 △40,189 △12,318

固定資産 30,263 37,636 7,373

有形固定資産 6,373 8,036 1,663

建物 899 1,143 244

車両運搬具 171 873 702

器具備品 5,303 6,019 716

無形固定資産 6,102 7,570 1,468

投資その他の資産 17,787 22,028 4,241

投資有価証券 13,513 14,258 744

その他 4,274 7,770 3,496

繰延資産 — 115 115

資産合計 689,356 834,254 144,897

連結貸借対照表 連結損益計算書 （単位：百万円） 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）（単位：百万円）

前期 当期 増減
（2006年2月20日現在）（2007年2月20日現在）

負債の部
流動負債 157,931 221,828 63,896
短期借入金 28,238 34,019 5,780
1年以内返済予定の長期借入金 46,382 88,478 42,095
1年以内償還予定の社債 — 10,000 10,000
コマーシャル・ペーパー 7,000 — △7,000
その他 76,310 89,331 13,020

固定負債 377,539 439,813 62,273
社債 93,986 107,363 13,376
長期借入金 277,761 320,994 43,233
利息返還損失引当金 — 6,989 6,989
その他 5,792 4,466 △1,325

負債合計 535,471 661,642 126,170
純資産の部
株主資本 132,404 147,699 15,295
資本金 15,466 15,466 —
資本剰余金 17,051 17,053 1
利益剰余金 99,975 115,270 15,295
自己株式 △88 △90 △1

評価・換算差額等 6,286 7,812 1,525
内、その他有価証券評価差額金 5,679 5,750 71
少数株主持分 15,193 17,099 1,905
純資産合計 153,884 172,611 18,727
負債純資産合計 689,356 834,254 144,897

前期 当期 増減
2005年2月21日から 2006年2月21日から
2006年2月20日まで 2007年2月20日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー △59,642 △64,235 △4,592

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,728 △10,077 △2,349

財務活動によるキャッシュ・フロー 66,960 79,664 12,703

現金及び現金同等物に係る換算差額 223 437 213

現金及び現金同等物の増加（△減少）額 △186 5,788 5,974

新規連結による現金及び
現金同等物の増加額

— 3,581 3,581

現金及び現金同等物の期首残高 16,685 16,499 △186

現金及び現金同等物の期末残高 16,499 25,869 9,370

前期 当期 前期比（％）
2005年2月21日から 2006年2月21日から
2006年2月20日まで 2007年2月20日まで

営業収益 144,751 173,481 119.8
総合あっせん収益 31,701 39,775 125.5
個品あっせん収益 7,634 7,530 98.6
融資収益 98,640 118,207 119.8
融資代行収益 2,374 1,921 80.9
償却債権回収益 1,372 1,992 145.2
その他の収益 2,987 3,756 125.7
金融収益 39 296 747.1

営業費用 104,519 132,526 126.8
営業利益 40,231 40,955 101.8
営業外収益 243 339 139.2
営業外費用 304 276 90.9
経常利益 40,170 41,018 102.1
特別利益 604 926 153.1
特別損失 2,119 3,678 173.5
税金等調整前当期純利益 38,655 38,265 99.0
法人税等 14,657 14,533 99.2
少数株主利益 2,735 3,139 114.8
当期純利益 21,262 20,592 96.8

（ ）（ ） （ ）（ ）

株主資本 評価・換算差額等

資本 利益 株主資本 その他 繰延ヘッジ 為替換算 評価・換算 少数株主 純資産資本金 剰余金 剰余金 自己株式 合計 有価証券 損益 調整勘定 差額等 持分 合計評価差額金 合計

前連結会計年度末残高 15,466 17,051 99,975 △88 132,404 5,679 — 607 6,286 15,193 153,884
連結会計年度中の変動額
2006年5月定時株主総会
における利益処分項目

△2,943 △2,943 △2,943

剰余金の配当 △2,353 △2,353 △2,353
当期純利益 20,592 20,592 20,592
自己株式の取得 △4 △4 △4
自己株式の処分 1 2 4 4
株主資本以外の項目の
連結会計期間中の 71 △42 1,497 1,525 1,905 3,431
変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 — 1 15,295 △1 15,295 71 △42 1,497 1,525 1,905 18,727
当連結会計年度末残高 15,466 17,053 115,270 △90 147,699 5,750 △42 2,104 7,812 17,099 172,611

（注）当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を適用しております。なお、前期
の「少数株主持分」及び「資本の部」は「純資産の部」に組替表示しております。

（注）当期より、従来の連結剰余金計算書に変え、連結株主資本等変動計算書を記載しております。

連結株主資本等変動計算書当期（2006年2月21日から2007年2月20日まで） （単位：百万円）

22期 23期 24期 25期 26期

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

総資産 （単位：億円）

8,3428,342

22期 23期 24期 25期 26期

2,000

1,600

1,200

800

400

0

純資産 （単位：億円）

1,7261,726

22期 23期 24期 25期 26期

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

営業債権残高 （単位：億円）

8,3898,389

※債権流動化分を含んでおります。
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単独財務諸表の概要

前期 当期 増減
（2006年2月20日現在）（2007年2月20日現在）

資産の部

流動資産 515,200 598,924 83,723

現金及び預金 12,153 16,056 3,902

割賦売掛金 148,821 197,211 48,390

営業貸付金 349,904 385,585 35,681

その他 26,960 33,634 6,674

貸倒引当金 △22,639 △33,564 △10,925

固定資産 29,092 38,037 8,944

有形固定資産 3,065 3,904 839

建物 541 587 46

車両運搬具 6 5 △1

器具備品 2,517 3,311 793

無形固定資産 4,125 4,974 848

投資その他の資産 21,901 29,159 7,257

投資有価証券 18,820 23,028 4,208

その他 3,081 6,130 3,048

繰延資産 — 115 115

資産合計 544,293 637,077 92,784

前期 当期 増減
（2006年2月20日現在）（2007年2月20日現在）

負債の部

流動負債 114,530 162,832 48,302

短期借入金 1,300 14,440 13,100

1年以内返済予定の長期借入金 38,300 58,800 20,500

1年以内償還予定の社債 — 10,000 10,000

コマーシャル・ペーパー 7,000 — △7,000

その他 67,930 79,632 11,702

固定負債 306,223 337,847 31,624

社債 90,000 100,000 10,000

長期借入金 213,400 228,200 14,800

利息返還損失引当金 — 6,965 6,965

その他 2,823 2,681 △141

負債合計 420,754 500,680 79,926

純資産の部

株主資本 118,142 130,758 12,615

資本金 15,466 15,466 —

資本剰余金 17,051 17,053 1

利益剰余金 85,713 98,328 12,615

自己株式 △88 △90 △1

評価・換算差額等 5,396 5,638 242

内、その他有価証券評価差額金 5,396 5,638 242

純資産合計 123,539 136,396 12,857

負債純資産合計 544,293 637,077 92,784

前期 当期 前期比（％）
2005年2月21日から 2006年2月21日から
2006年2月20日まで 2007年2月20日まで

営業収益 109,736 125,169 114.1
総合あっせん収益 27,397 32,896 120.1
個品あっせん収益 18 14 80.6
融資収益 78,119 88,599 113.4
融資代行収益 2,386 1,934 81.1
その他の収益 1,813 1,697 93.6
金融収益 0 27 3,461.5
営業費用 77,735 94,691 121.8
営業利益 32,001 30,478 95.2
営業外収益 977 1,381 141.3
営業外費用 250 231 92.6
経常利益 32,728 31,627 96.6
特別利益 604 729 120.6
特別損失 1,800 2,631 146.1
税引前当期純利益 31,532 29,725 94.3
法人税等 12,475 11,823 94.8
当期純利益 19,056 17,902 93.9

単独貸借対照表 （単位：百万円） 単独損益計算書 （単位：百万円）

（ ）（ ）

22期 23期 24期 25期 26期

7,500

6,000

4,500

3,000

1,500

0

総資産 （単位：億円）

6,3706,370

22期 23期 24期 25期 26期

1,500

1,200

900

600

300

0

純資産 （単位：億円）

1,3631,363

22期 23期 24期 25期 26期

7,500

6,000

4,500

3,000

1,500

0

営業債権残高 （単位：億円）

6,3306,330

22期 23期 24期 25期 26期

16,000

12,000

8,000

4,000

0

カードショッピング取扱高
（単位：億円）

15,16615,166

22期 23期 24期 25期 26期

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

カードキャッシング取扱高
（単位：億円）

5,0935,093

22期 23期 24期 25期 26期

1,000

800

600

400

200

0

（単位：万人）

830830

稼働会員数

単独損益計算書の概要

営業収益
1,251億69百万円（前期比114.1％）

総合あっせん収益
328億96百万円（前期比120.1％）
順調な会員拡大に加え、公共料金決済会員の拡大や少額
決済分野の開拓に取り組んだ結果、稼働会員を前期末より
64万人増の830万人に増加させることができました。これによ
り、カードショッピング取扱高が前期比17%増の1兆5,166億
円となり、総合あっせん収益は前期比120.1%となりました。

営業利益
304億78百万円（前期比95.2％）
日本公認会計士協会が昨年10月13日に公表した「消費者金
融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上
に関する監査上の取扱い」及び、同年12月20日に公布され
た新貸金業法の影響を考慮し、将来の利息返還請求に
備えた費用を計上した結果、営業利益は前期比95.2%と
なりました。

※債権流動化分を含みます
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（2007年5月15日現在）

■取締役および監査役

代表取締役社長 森 美 樹

専　務　取　締　役 神 谷 和 秀

常　務　取　締　役 斉 藤 達 也

常　務　取　締　役 清 永 崇 司

常　務　取　締　役 河 田 和 彦

取　　締　　役 上 山 政 道

取　　締　　役 近 藤 安 彦

取　　締　　役 高 野 清 昭

取　　締　　役 山 田 義 隆

取　　締　　役 畠 田 公 二

取　　締　　役 玉 井 貢

取　　締　　役 浅 沼 清 保 　

常 勤　監　査　役※ 谷 内 寿 照

監　　査　　役※ 杉 原 弘 泰

監　　査　　役※ 人 見 信 男

監　　査　　役※ 若 林 秀 樹

（2007年2月20日現在）

■商号 イオンクレジットサービス株式会社

■上場証券取引所 東京証券取引所市場第一部
（証券コード：8570）

■本店 東京都千代田区神田錦町一丁目1番地

■電話番号 （03）5281-2030（代表）

■URL http://www.aeoncredit.co.jp

■設立 1981年6月20日

■資本金 154億6,650万円

■従業員数 3,937人（連結）841人（単独）

会社データ

株式の状況 （2007年2月20日現在）

■発行可能株式総数 540,000,000 株

■発行済株式総数 156,967,008 株

■ 株主数 15,626 名

大株主

株主名 持株数 持株比率
（千株） （%）

イオン株式会社 71,070 45.28

ステート ストリート バンク アンドトラストカンパニー 9,542 6.08

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,696 4.27

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,974 3.81

マックスバリュ西日本株式会社 2,646 1.69

ミニストップ株式会社 2,290 1.46

ステートストリート バンク アンドトラストカンパニー 505103 1,549 0.99

ラボバンクネーデルランドトーキョーブランチ 1,384 0.88

株式会社コックス 1,313 0.84

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティーズ（ジャパン）
1,248 0.80リミテッド（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社）

金融機関
16.49％

国内の一般法人
50.69％

個人
6.29％

外国人、外国法人 　　
24.72％

その他
0.03％

証券会社
1.78％

■所有者別株式数の構成比

株主メモ

■決算期 毎年2月20日
■定時株主総会 毎年5月20日までに実施
■株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社
■同事務取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号

みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

■お問い合わせ先 〒135-8722
郵便物送付先 東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社
証券代行部
電話 0120-288-324（フリーダイヤル）
（9:00～17:00 土日祝日を除く）

■同取次所 みずほ信託銀行株式会社
全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社
本店および全国各支店

■単元株式数 100株
■公告方法 電子公告

（http://www.aeoncredit.co.jp）
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞

に掲載することといたします。

※ 監査役は全員、会社法第2条第16号に定める社外監査役で
あります。

IRホームページのご案内

当社「株主・投資家情報」のホームページでは、最新のニュース

リリースやカード取扱高の月次情報等をタイムリーに掲載して

おります。また、決算説明会や株主総会の動画配信を実施し、

情報開示の充実を図っております。

決算資料一括ダウンロード機能や文字サイズ変更機能を追加

するなど、皆さまに、より便利で使いやすくご利用いただける

ようにIRホームページをリニューアルいたしました。

ぜひお気軽にご利用下さい。

http://www.aeoncredit.co.jp/aeon/ir/


